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1.マイナンバーとは 
国や地方自治体が社会保障と税の情報を効率よく管理するため、日本に住む全ての人に割り当てる 12 桁の

番号。2013 年 5 月に国会で社会保障と税の共通番号（マイナンバー）法が成立し、16 年からの導入が決まっ

た。15 年 10 月から住民票がある市町村から郵送で、世帯ごとに番号通知が始まる。生まれてから死ぬまで原

則として同じ番号を利用する。 

企業には 16 年から従業員やその家族、アルバイトなどの源泉徴収票や社会保険関係の書類にマイナンバー

を記載して国や自治体に提出する義務が生じる。マイナンバーで所得情報や納税、保険料納付実績などを管理

することで、税金や保険料の徴収、給付の適正化に役立てる。 

 

 

2.マイナンバー制度への対応 
 

①個人番号（１２桁）と法人番号（１３桁） 

平成２７年１０月から個人（住民票の住所）、法人（登記上の所在地）に通知される。 

法人番号はインターネットで公表。 

 

 

②利用範囲 

社会保障 年金資格取得・給付、雇用保険資格取得・給付、ハローワーク事務等

医療保険料・福祉分野等 

税 確定申告書、支払調書、源泉徴収票、給与報告 

災害対策  

 

 

③税務関係（平成２８年分から） 

申告書・届出書・支払調書等に番号記載 

支払調書では、支払者及び支払を受ける者の番号記載 

源泉徴収票には、控除対象配偶者・扶養親族の番号も記載、用紙はＡ６からＡ５へ変更 

 

 

④利用拡大 

健康保険証、印鑑登録、資格証明、身分証明 

戸籍、預貯金、医療情報他 

 

 

⑤会社等でも制度開始に向けた準備が必要 

社内規定の見直し、システム対応、安全管理措置、研修 
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3.スケジュール 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（マイナンバーHP より） 

 

 

 

2015 年 10 月～ 市区町村が 12 桁のマイナンバーを通知 

2016 年 1 月 マイナンバー制度開始 

◦国や自治体が税や社会保障の個人情報を管理 

◦個人カードの交付 

2017 年～ ネット上に個人専用ページ開設 

2018 年以降 

預金口座に任意で番号を登録（法案審議中） 

戸籍への適用（検討中） 

医療情報を管理し、医療費の使用を適正化（検討中） 

2021 年～ 預金口座への登録の義務化を検討 

 


